


ADBとアジアの50年の足跡

出典：ADB資料、当時の新聞記事などを基に、本誌が編集

出典：ADB資料
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今から50年前、アジアは世界で最も貧しい地域と見られ、飢餓に対する危機感も消えていなかっ
た。さらに、ベトナム戦争に象徴される東西冷戦の厳しい対立が続いていた。しかし、それから
半世紀を経て、今やアジアは「世界の経済成長の中心」と言われるほどの存在感を示すようにな
っている。そんなアジアの発展と共に歩み、この５月に横浜で50周年記念となる年次総会を開催
するアジア開発銀行（ADB）の足跡をたどる。

＜年　表＞

＜ADB基礎データ＞

1960s 63年 国連アジア極東経済委員会
（ECAFE：当時、現・アジア太平洋経済社会委員会：ESCAP）で
ADBの設立が決まる

66年 創立総会を東京で開催。当初、31カ国・地域が加盟した

1970s 70年 ADBとしてアジアにおける初の債券を日本で発行（サムライ債）

74年 低所得国向けに低利子・長期の譲許的貸付や
無償支援を行うアジア開発基金（ADF）を設立

1980s 82年 初の現地事務所をバングラデシュに開設。後にNGOとの連携も拡大

83年 株式投資による民間企業支援を開始

87年 大阪で第20回総会を開催

88年 ADBの技術協力案件に対する資金支援のための
「日本特別基金（JSF）」を設立

３カ国で競った本部の誘致
　1950年代の独立に伴うナショナリズムの高揚を

経て、60年代のアジアでは、特に親米・反共産主義

の国々において、地域協力や経済開発に向けた関

心が高まっていた。また米国は、ベトナム戦争へ介

入すると同時に、経済開発を通してアジアの共産化

を防ごうとしていた。その一方で、高度経済成長の

波に乗って64年に経済協力開発機構（OECD）へ

の加盟を果たした日本は、積極的なアジア外交を進

めようとしていた。このような複雑な政治的思惑が絡

み合う中でADBは誕生した。

　本部の場所を決める投票では、フィリピンとイラン、

日本が名乗りを上げた。当初、日本が圧倒的に有利

だったが、フィリピンが加盟国に積極的なロビー活動

を行ったことが功を奏し、最終的に同国の首都マニ

ラへの設置が決まった。その一方で、総裁に関して

は、初代から９代目である中尾武彦・現総裁まで、全

て日本人が選ばれている。

多角的な改革を図る
　90年代、先進国の財政難によりADFの資金繰

りが厳しくなった。また、このころ環境保全を掲げる

NGOからADBのインフラ開発プロジェクトに対する

批判も高まった。こうした中、ADBは環境関連部署

を87年に立ち上げたり、89年に民間セクター局を

設立したりしたほか、96年に協調融資に関する部

署を設けるなど、さまざまな改革を図った。

ハード・ソフト両面で地域統合図る
　ADBは1992年、カンボジア、ラオス、ミャンマー、

ベトナム、タイ、中国をつなぐ交通網などを整備する

GMS開発プログラムを開始した。また、ソ連崩壊と

冷戦終結を受けて中央アジア諸国がADBに相次

いで加盟したのに伴い、97年には中央アジアの広

域開発イニシアチブであるCARECが発足。そのほ

か、2001年には南アジアの広域開発イニシアチブ

としてSASECも立ち上げられた。

　他方、1997年のアジア通貨危機を受け、為替の

安定を目指し考案された計算上の通貨単位「アジ

ア通貨単位」（ACU）については、アジアの共通通

貨となることも期待されたが、加盟国の反発から現

在は進んでいない。

88年 ADBの技術協力案件に対する資金支援のための
「日本特別基金（JSF）」を設立

　設立当時、国際社会では、ADBに対して「米国や日本など資本

主義陣営のアジア支配を担う手先だ」という見方が強かった。

　しかし、実際にはADBは設立当初から政治的中立を掲げ、ソ連

などと協力に関する検討も進めていた。86年には台湾との関係で

難航しながらも、社会主義陣営の中国の加盟が実現。さらに87年

の大阪総会にはソ連がオブザーバー参加し、加盟に向けた関心を

にじませる一幕もあった。

1990s 92年 「大メコン圏（GMS）開発構想」開始

2000s 00年 貧困削減日本基金（JFPR）を設立

2010s 14年 経済自由化・民主化が実現したミャンマーに事務所を開設

17年 横浜で第50回総会を開催予定

01年 「南アジア地域経済協力（SASEC）」発足

07年 京都で第40回総会を開催

09年 世界的な金融危機に対応するため、
資本金を550億ドルから1,650億ドルに増資することを決定

96年 東京に駐日代表事務所を設置

福岡で第30回総会を開催

アジア通貨危機に対し、韓国に当時最大規模となる
40億ドルを貸し付けるなど、各国を支援

97年 東京にアジア開発銀行研究所（ADBI）を設置

ADBを事務局として
「中央アジア地域経済協力（CAREC）」が発足

貸付能力を強化
近年、著しい経済成長を続けているアジア。その一方で、インフラ整備はいまだに不十分な

国も多い上、2004年のスマトラ島沖地震・津波、15年のネパール大地震など、大規模な

自然災害が相次いでいる。こうした中、ADBは、通常資本財源（OCR）とアジア開発基金

（ADF）の譲許的貸付を統合するなど、貸付能力の強化を進めている。

本　　　部／フィリピン・マニラ　　　　　設　　　立／1966年

加　盟　国／67カ国・地域

法定資本金／約1,484億ドル（2016年９月）

主要株主／日本（15.6％）、米国（15.6%）、中国（6.4％）、インド（6.3％）

投票権シェア／日本12.8％、米国12.8%、中国5.5％、インド5.4％、オーストラリア4.9％

上位借入国／インド、中国、アゼルバイジャン、インドネシア、パキスタン（2016年）

年間投融資承認額／約175億ドル（2016年末）

投融資残高／約932億ドル（2016年９月）

地域事務所数／31

職員数／3,118人（うち専門職員1,108人）

政治的中立を保つ

2017年3月に東京のADBIで行われたセミナー



ASEANへの入口―沖縄

　３月９日、沖縄を訪ねた。目的
は政府開発援助（ODA）の一環
として2012年から国際協力機構
（JICA）が事業展開している
「中小企業海外展開支援」の事業
主と懇談し、支援事業の在り方を
評価するためであった。
　沖縄県は12年に「第５次沖縄
振興計画（沖縄21世紀ビジョ
ン）」を策定し、翌年にはJICA
との連携協定を結んでいる。主な
内容は、研修員受け入れ、専門家
派遣、草の根技術協力、青年海外
協力隊派遣への協力のみならず、
沖縄県下の技術・ノウハウを活用
したJICA事業への協力、県内企
業の海外展開支援や産業人材育成
といった民間連携などである。筆
者の実感では、中小企業海外展開
支援が加わったことで沖縄におけ
るODAの重みが倍増されている
感じだ。
　政府は今から32年前に東南ア
ジア諸国連合（ASEAN）各国に
さまざまな産業分野の「人材育成

センター」（大平首相が発案し、
鈴木首相が実施）を開設し、
ASEANの産業人材育成を目指し
た。ちなみに、その前段では福田
首相がASEAN域内工業化のため
に、産業プロジェクト創設を実施
している。この頃は、日本の
ASEAN外交が頂点に達していた。
　その時、沖縄はASEANへの入
口という考え方で、ASEANセン
ターの一角に位置付けされた。
　筆者は沖縄の国際協力を特別な
目で見ている。それは沖縄の宿命
とも言える軍事基地というイメー
ジを、国際協力という平和的イメ
ージで少しでも緩和させ、沖縄人
の平和への願望を知ってもらいた
いという特別な願いからである。
　それでは本題に入る前に、中小
企業海外展開支援について少し歴
史を語っておきたい。国連がミレ
ニアム開発目標を目指した2000
年から、欧米は援助の総量を確保
するために官民連携（PPP）を実
施した。
　わが国では、09年に外務大臣
の諮問に応える「国際協力に関す

る有識者会議」（議長=渡辺利
夫・当時拓殖大学学長）が開催さ
れ、渡辺教授は「ODAの触媒効
果論」を、筆者は民間企業を巻き
込んだ「官民連携の在り方」を担
当した。
　その後、官民連携の一つの協力
事業としてJICAに海外投融資事
業が設けられて官民連携に弾みが
ついた。そうした流れの中で日本
の地域創生が政治課題となり、各
地域に存在する中小企業の優れた
技術をODA分野で活用できない
かが検討され、ODAの一環とし
て中小企業海外展開支援が始まっ
た。

健全な沖縄企業

　ODAベースの中小企業海外展
開支援は、経産省や日本貿易振興
機構（ジェトロ）などの中小企業
海外展開支援と一味違う。それは、
単に企業の海外進出をお手伝いす
るだけでなく、開発途上国の環境、
廃棄物処理、水処理、農業、医療
保健、災害、防災対策などの開発
課題の解決に寄与するという役割

が求められていることだ。
　最初に訪問した（有）沖縄小堀
電機は、太平洋島しょ国ソロモン
での太陽光システムの導入、普及
に成功し、その経験と自信がマー
シャルやラオスでの海外展開に弾
みをつけている。社長の宇根良彦
氏の海外志向は強く、自社技術・
製品の海外雄飛を夢見ていた。２
番目の（株）トマス技術研究所は、
無煙小型焼却炉や廃油化燃料設備
中型焼却炉などの技術研究で知ら
れている。海外での普及・実証事
業は、環境に配慮した小型焼却炉
をインドネシア・バリ島デンパサ
ール市の市立病院で実証している。
社長の福富健仁氏は若くして技術
的知識を身に付けた海外展開型社
長である。
　３番目の（株）屋部土建の津波
達也社長は未来志向が強く、現在
の土木事業に安座することなく、
事業の多角化のために従来の排水
処理技術では対処できない新しい
「天然鉱物を使用した高濃度有機
性排水・高塩分有機性排水などの
水質浄化」技術を開発して、ベト
ナム・ホーチミンで突破口を開こ
うとしている。４番目の（有）琉
球環境マネジメントサービスの吉
田透社長は若くして水産分野で特
異な存在だ。ODAでは水産部門
の研修を受託している。太平洋海
域における水産資源の把握や水産
業の多様化への対策などに優れて
いる。
　以上の沖縄企業からは、中小企
業海外展開支援の問題点も聞けた。
その大半は、企業側からの制度設
計に関する注文だったように思わ

れる。中でも、申請など
の各種書類作りに手間
暇がかかり、人件費を
切り詰めた経営体制の
下では、他の新しい仕
事にも支障をきたすこ
とも多いと言う。政府
としては、多くの書類
作成が必要かもしれな
いが、できる限りJICA
の実施事務ベースの工夫で書類作
成をもっと簡素化すべきであろう。
　中小企業の中には財力の優れた
会社もあるが、大半は財力、そし
て人財力に恵まれていない。残る
はアイデア、技術だけであるが、
これは、時に大企業に負けないも
のを持っている。中小企業海外展
開支援はそこを重視しながら、日
本の新しい海外企業戦力として、
またODAの戦力として活用すべ
きであろう。

開発コンサルタントの名誉

　もう一つの指摘は、中小企業は
概して海外に弱い。自分の優秀な
技術や製品を海外、特に開発途上
国で普及させるためには、JICA
などの援助機関の支援が必要にな
る。しかし、そうした役割は、
JICAも頼りにしている開発コン
サルタントに求められる。だから
JICAではケース・バイ・ケースで
コンサルタントを中小企業に推薦
して、事業の推進を図っている。
　ところが現在、JICAが推薦す
るコンサルタントは開発コンサル
タントだけではない。他にビジネ
スコンサルタント、シンクタンク
系コンサルタントなども参加して

いる。今回の沖縄では、開発コン
サルタントの開発途上国でのネッ
トワークの広さと強さが高く評価
され、頼りにされていた。それは、
これまでのキャリアから当然だと
も言える。彼らはODAベースの
開発調査、計画立案などの専門集
団で、開発途上国に太いネットワ
ークを持っているからである。中
小企業が継続して海外展開する時
にはODAベースの開発コンサル
タントが一番頼りになるようだ。
　そこで強調したい。開発コンサ
ルタントの存在感と知名度を日本
国内で高めていくためにも、開発
コンサルタントは一時的なスポッ
ト的な仕事でなく、経営戦略の一
環として中小企業の海外展開をサ
ポートする実務体制づくりに取り
組んでほしい。
　JICAの掲げるODAとしての
“開発課題”の受け止め方も、開
発コンサルタントと他のビジネス
コンサルタントやシンクタンク系
コンサルタントでは歴史が違うと
言ってもよいだろう。開発コンサ
ルタントは職業的誇りにかけて、
決してコミッション稼ぎのような
薄っぺらなコーディネーターにな
らないよう願いたい。
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1980年５月の北京郊外の万里の長城はまだ寒い。人民服に身を包んだ少年兵
たちと言葉を交わす。その「ニイハオ!」には今と違って元気がなかった

中小企業海外展開支援
さらなる制度改善を



国境を越える交通網や電力網、水
利などの共同開発に合意した。
　通常は、法的な協定を作り国々
を縛る「欧米型アプローチ」がと
られるところ、ADBは冷戦後間
もない国々の状況に配慮し、協定
を作らず、緩やかな「アジア流」
で合意を形成した。森田氏は、
「ADBは米国主導の“世界銀行
アジア支店”ではない。西洋式と
は異なる発想を示し、アジア各国
の信頼を得た」と振り返る。
　森田氏は中国雲南省でもメコン
流域諸国の会議を開き、中国対策
を講じた。メコン上流に位置する
中国のダム建設など乱開発にクギ
を刺し、環境配慮など秩序ある開
発協力体制に引き込む戦略だった。

　近年は、ミャンマーの民主化を
受け、GMS協力の枠組みで国境
をまたぐインフラ建設などがさら
に加速している。こうした中、開
発コンサルタントの（株）パデコ
がGMS交通セクターの戦略調査
や、ミャンマーの道路ネットワー
ク管理と安全に向けた技術協力を
ADBから受注するなど、日本企
業の商機も拡大しつつある。

中央アジアでも協力展開

　中央アジアの地域経済統合では、
旗振り役は、第７代総裁（1999
～2005）の千野忠男氏だった。
まだ日本政府の財務官だった時、
ソ連崩壊で生まれた独立国家共同
体（CIS）諸国をG７の立場から

支援した。その時に中央アジアを
歴訪し、各国に人脈を築いた。
「ウズベキスタンの財務相が、兄
弟みたいに顔がそっくりだと言っ
て慕ってくれるんだ」と喜色満面
で語り、交流を楽しんでいた。
　ADB総裁に就任後は、こうし
た人脈をフル活用し、中央アジア
の市場経済強化や雇用拡大などの
支援策を講じた。ADBは、水力
が豊富なタジキスタンからアフガ
ニスタンへの送電網を敷設したほ
か、97年に政府間組織、「中央
アジア地域経済協力（CAREC）」
を設け、その事務局を務めた。
　なお、中央アジアでは、中国の
影響も見逃せない。AIIBの現総
裁である金立群氏は、ADB副総

「新興国ニッポン」主導で設立

　1966年のADB発足を伝える当
時の新聞を見ると、「貧困と動乱
に明け暮れたアジアの前途に大き
な光りがともされた」といった記
事もある。2015年末にアジアイ
ンフラ投資銀行（AIIB）が発足
した時よりも国際社会からの注目
が大きかったことに驚く。
　60年代のアジアを覆っていた
のは「中南米やアフリカより発展
が遅れている」という認識だった。
アジアには地域の発展を引っ張る
開発金融機関がなかった当時、国
連のADB設立構想を受けて、け
ん引役になったのが「新興国ニッ
ポン」だった。

　当時の日本は、大戦の記憶が残
る一方で、「エコノミック・アニ
マル」と呼ばれる日本企業のどん
欲なビジネス姿勢によって急速な
成長を遂げていた。こうした中、
国内の財界は64年、ADBの設立
を熱烈に支援する決議を出した。
東京五輪が開かれ、東海道新幹線
が開通した年だった。
　今日、AIIBが中国の経済力を
生かそうとする発想は、半世紀前
のADBを参考にしたと言われる。
　もっとも、ADB設立に向け準
備を進める日本には、さまざまな
国から警戒の目が向けられた。
ADB本部の誘致合戦で日本がフ
ィリピンに敗れたのも、その表れ
だった。

メコン開発の青写真描く

　初代総裁となった渡辺武氏は、
ADBを「アジアのホームドクタ
ー」と呼び、「総合病院の世界
銀行」よりきめ細かく開発計画
の立案や調査、人材育成を支援
する「地域経済協力機構」の色
彩を打ち出した。
　それから50年。ADBの多様な
事業の中でも特筆されるのは、
90年代よりアジアの地域経済統
合を主導し続けてきたことだろ
う。その先駆けは、「大メコン
圏（GMS）開発構想」だ。
　ソ連の崩壊後、ベトナムのド
イモイ（改革）政策導入、カン
ボジア和平などが進み、「イン
ドシナを戦場から市場へ」（当
時のタイのチャチャイ首相）と
いう開発協力の機運が高まった。
　ADB融資局長だった森田徳忠
氏（当時）は、80年代半ばにタ
イが敵対していた社会主義国ラ
オスから電力を輸入し始めたこ
とを知り、「これはメコン流域
諸国の協力モデルとなる」と感
じた。92年には、ADB主催で
GMS６カ国の第一回会議を行い、

半世紀迎えたADBの課題
地域経済統合の「けん引車」から多様化する課題の指南役へ
アジア開発銀行（ADB）は、創立時から「アジアのホームドクター（主治医）」を掲げ、加盟国の
状況に応じて多様な「処方せん」を書き、インフラ建設や技術協力などを進めてきた。さらに、異
なる政治体制が混在するアジアで地域経済統合の努力も続けてきた。半世紀にわたるその取り
組みを振り返るとともに、次の半世紀における課題を探る。

東京大学公共政策大学院　特任教授

河合 正弘氏

　ADBはかつて、黒田東彦・前総裁の下でア
ジアの経済統合を推進した。2005年には
「地域経済統合室」を設置し、ASEAN+3の
金融協力をサポートするとともに、大メコン圏
（GM S）、中央アジア地域経済協力
（CAR EC）、南アジア地域経済協力
（SASEC）といったサブリージョンをつなぐイン
フラや貿易投資を促し、より大きなアジア経済
圏の形成を目指した。
　中でも、アジア通貨単位（ACU）構想につ
いては活発な議論が交わされた。アジアの経
済規模が拡大すると、域内の国際貿易や投
資、金融取引を米ドルに依存し続けることは
いずれ難しくなると考えられたからだ。また、当
時は中国経済が高成長を続けており、人民
元の影響が伸びると考えられた時期だったこ
とも大きい。
　しかし、その後、ACUは実現せず、ADBの
力点も地域経済統合からインフラギャップの

解消にシフトしたかのようにも思われる。黒田
総裁が設置した地域経済統合室は、他の部
門に吸収され、ADBが開催するイベントでも
地域経済統合が話題に上がることは少なくな
った。
　この背景には、やはり中国の台頭が大きい
と考えられる。中国は2008年以降、人民元
の国際化のほか、「一帯一路」構想やアジア
インフラ投資銀行（AIIB）の推進などで攻勢を
かけ、アジア経済統合のイニシアティブを示し
ている。そんな中、ADBが経済統合を推進す
るとなると、中国とどう協調するのかという問
題に直面する。
　だからこそ、ADBは現在、官民パートナーシ
ップ（PPP）などを通じて、中国のやり方とは異
なる形でインフラ事業に注力している。ADB
は昨年来AIIBとの協調融資を行っており、そ
れは今後も続くだろう。これは、ADBがAIIBの
資金力を利用するというより、むしろAIIBに国

際的なスタンダードを遵守するよう働き掛けて
いると見ることができる。
　他方、経済統合はこの地域にとって今なお
取り組むべき課題であり続けている。現在、人
民元の国際化の動きは停滞しているが、中国
が資本流出を食い止め、外貨準備の減少に
歯止めがかかれば、いずれまた加速するだろう。
そうなれば、ACUのようなアジアの通貨バス
ケット制度を再検討する機会もやってくる。現
在、ASEAN+3で通貨金融問題を取り扱って
いるマクロ経済リサーチ・オフィス（AMRO）が、
そうした議論をリードするかもしれない。

今後も重要な「経済統合」

I n t e r v i e w

ADBの資金によって整備が進む水路（インドのコルカタ）
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